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計画事業評価シート（左）

全て税負担 利用料金導入

ボランティア等 その他

全て税負担 利用料金導入

ボランティア等 その他

全て税負担 利用料金導入

ボランティア等 その他

全て税負担 利用料金導入

ボランティア等 その他

全て税負担 利用料金導入

ボランティア等 その他

□ □

担い
手

担い
手□ □

手段

□

□
□ □

□

実施内容

指標名

□ □

達成状況

目標水準

実施内容

％
目標値（当初）Ａ
目標値（変更）Ｂ

単位

基本施策

目標設定

④

⑤

①

サービス
の負担

指
標
１

１

指
標
３

実績　　　　　　Ｃ
達成度＝Ｃ／Ａ

24年度

基本目標

計画事業

個別目標

定義

②

③

24年度の主な実施内容等

指
標
５

備考

目的

指
標
２

指
標
４

25年度 26年度 27年度

２

３

４

５

％

％

％

％

目標値（当初）Ａ
目標値（変更）Ｂ
実績　　　　　　Ｃ
達成度＝Ｃ／Ａ

目標値（当初）Ａ
目標値（変更）Ｂ
実績　　　　　　Ｃ
達成度＝Ｃ／Ａ

実績　　　　　　Ｃ
達成度＝Ｃ／Ａ

目標値（当初）Ａ
目標値（変更）Ｂ
実績　　　　　　Ｃ
達成度＝Ｃ／Ａ
目標値（当初）Ａ
目標値（変更）Ｂ

サービス
の負担

実施内容

24～27年度

担い
手

サービス
の負担

担い
手

サービス
の負担

□

□

サービス
の負担

□
□ □

実施内容

□

□

□

□

担い
手

実施内容



計画事業評価シート（右）

評価

項　目 単位

財源
特定財源

一般財源

事業経費

計画事業 0 所管部 所管課

視点 評価区分 評価の理由

サービスの
負担と
担い手

□ 適切

□ 改善が必要

適切な
目標設定

□ 適切

□ 改善が必要

効果的
効率的
な視点

□ 効果的・効率的

□ 改善が必要

計画以下

目的
(目標水準)
の達成度

□ 達成度が高い

□ 達成度が低い

実際の
取組

総合評価

□ 計画以上

□ 計画どおり

□

□ 継続 □ 手段改善 □

進捗状況・今後の取組み方針

24
年
度

課題

課題に
対する
方針

□ 事業拡大 □ 事業統合 □25
年
度

新たな
課題

方向性

取組
方針

廃止

□ 休止 □ 終了 □ その他　（　）

事業縮小

一般財源投入率

事業経費

当初予算額

執行率

予算現額

執行率

担当する常勤職員

担当する非常勤職員

備考

千円

％

人

％

千円

％

千円

千円

24年度 24～27年度27年度26年度25年度



経常事業評価シートⅠ

24年度末の現況

担当する常勤職員

担当する非常勤職員

備考

23年度

根拠
法令

一般財源 千円

予算現額（事業費）

29年度末の目標

人

特定財源

一般財源投入率

千円

事業の目標・指標

予算
事業

事業経費 千円

備考単位 22～24年度22年度

％

事業の
目的

指標名

％

24年度

事業
区分

義務的
自治

執行率

執行率

当初予算額（事業費）

％

千円

千円

事業経費

□

財源

□ □

□
法定
受託

定義

実施
方法

補助金□
指定
管理

□

個別
目標

経常
事業名

都委任 □ □
単独
自治

基本
目標

基本
施策

委託

事業
概要

直営



経常
事業

所属部 所管課

事業評価

部 課

   評価区分
・適切
・改善が必要

サービス
の負担と
担い手

　

方向性

改革改善
の内容

改革改善
の内容

[・継続 ・拡大 ・縮小 ・統合 ・完了 ・事業休止 ・事業廃止]　

改革・改善
事業の
方向性

類似・関連 受益者負担 協働

手段の
妥当性

　

効果的
効率的

　

　 　 　

評価の
視点

評価の理由

目的又は
実績の
評価

　

総合評価 　



担当する常勤職員

人

担当する非常勤職員

執行率 ％

予算現額（事業費） 千円

執行率 ％

当初予算額（事業費） 千円

事業経費 千円

特定財源 千円

一般財源投入率 ％

財源

一般財源 千円

事業経費

単位 22年度 23年度 24年度 22～24年度 備考

□
指定
管理

予算
事業

□ 直営 □ 委託 □ 補助金

義務的
自治

□
単独
自治

根拠
法令

実施
方法

事業の
目的

事業
概要

事業
区分

□
法定
受託

□ 都委任 □

経常事業評価シートⅡ
基本
目標

個別
目標

基本
施策

経常
事業名



協働

[・継続 ・拡大 ・縮小 ・統合 ・完了 ・事業休止 ・事業廃止]

　

改革改善
の内容

方向性

類似・関連 受益者負担

評価の
視点

　

　

評価の理由

　

改革・改善
事業の
方向性

　

経常
事業

改革改善
の内容

課

有効性 　

総合評価 　

事業評価

効率性 　

部 所管課

   評価区分
・適切
・改善が必要

所属部

予算事業
の総拢



-

課
　 年度

備考

予算事業シート

事業
手法

事業
開始

経常事業名

部予算
事業
名

事業
区分

□
法定
受託

□ 都委任

所管

事業
目的

対象

23年度 24年度

□
義務的
自治

□

22年度 特定財源名称及び補助率

根拠
法令
等

事業経費
22～24年度

財
源
内
訳

③

一般財源投入率 

単位

千円

％

単独
自治

事
業
費
の
主
た
る
使
途

千円

千円

千円一般財源

特定財源

数量

計　　千円

数量

分担金及び負担金

使用料・手数料

国・都支出金

千円

千円

千円

人
担当する常勤職員

担当する非常勤職員

その他収入

単価　千円

数量

千円

％

事業経費(A)

①

②

単価　千円

執行率（B/A×100）

当初予算額 (B)

計　　千円

単価　千円

計　　千円

執行率（C/A×100） ％

千円予算現額 (C)



　

　 　

数量
分析

④ 　

分析結果

　

主たる内容

　

　

相手方の役割

状況 分類

　

特記事項

受益
者負
担

状況

協働

　

対象

理由・課題

　

状況 事業名番号

　

形態

事業活動対象数の将来予測

① 　 ③

②

　 ①

④ 　②

予算事業名

経費の将来予測

　
③ 　

分析

事業活動実績数の将来予測

類似
・

関連
事業

公共性

区分 事業の性質 適正な活動領域 現在の活動領域

　

方向性 内容

経常事業名

必要性

区分 あり方検討の必要性

　

24年度

対象数

対象者
(物・団体) 活動実績活動実績 対象数

23年度

活動実績 対象数

22年度

①

②

活動実績

③

④

主な事業活動



予算事業シート(指定管理) -

（施設名）

従事職員数

（施設名）

備考

指定管理料

指定管理料 千円

担当する常勤職員
人

担当する非常勤職員

事業経費(A) 千円

千円

（施設名）

従事職員数 人

指定管理料 千円

指定管理料分担金及び負担金 千円

千円

財
源
内
訳

人

千円

指定管理料 千円

千円

人

（施設名）

従事職員数

執行率（C/A×100）

当初予算額 (B)

執行率（B/A×100）

事
業
費
の
主
た
る
使
途

①

人

人

人

指定管理料

千円

特定財源 千円

一般財源投入率 ％

使用料・手数料 千円

国・都支出金

その他収入

千円

経常事業名

施設別内訳等（24年度）22～24年度

部

単独
自治

根拠
法令
等

事業
目的

事業
手法

対象

義務的
自治

□□ 都委任 □

23年度

D／（指定管理料＋D）×100

（施設名）

従事職員数

単位

一般財源

22年度

単価　千円

数量

計　　千円

③ 単価　千円

計　　千円

数量

計　　千円

② 単価　千円

％

予算現額 (C)

課

事業経費

予算
事業名

数量

事業
区分

法定
受託

□

24年度

千円

千円

従事職員数

事業
開始

　 年度 所管

　　（※）利用料収入は指定管理者が直接収入する料金です。

千円

％

利用料収入（D）　（※）

利用料収入の割合

％

参考

従事職員数

（施設名）



（ 段階中）

（ 段階中）

（ 段階中）

必要性

　

③

④

②

対象数

①

主な事業活動
対象者

(物・団体)

22年度 23年度 24年度

活動実績 対象数 活動実績 対象数 活動実績

導入
効果

導入前の想定 実態及び現状の課題

④

24年度

　

　
　

　

①

適正な活動領域

②

現在の活動領域

特記事項

　

分析結果

方向性

23年度

状況

内容

③

協働

数量
分析

実績数の将来予測

　 22年度

④

　

理由・課題

対象

　

形態 相手方の役割

　 　
　 　

　
　

(指定管理)

類似
・

関連
事業

状況

公共性

区分 事業の性質

　

番号 事業名

区分

分析

②

①

経常事業名 予算事業名

活動実績

経費の将来予測 事業評価（年度評価）

③

対象数の将来予測

　

あり方検討の必要性

　

受益者
負担

状況 分類 主たる内容



予算事業シート(補助金等) -

備考

参考（補助事業者が実施する事業の利用者負担割合等）　※利用者の自己負担がある場合のみ記載

事業経費

予算現額 (C)

数量

計　　千円

執行率（B/A×100） ％

当初予算額 (B) 千円

③

事
業
費
の
主
た
る
使
途

① 単価　千円

義務的
自治

数量

数量

23年度

② 単価　千円

都委任 □

計　　千円

計　　千円

□

22年度 22～24年度 特定財源名称及び補助率

年度
予算

事業名
事業
開始

補助
概要

□

補助
対象
費用
名等

法定
受託

□

　

補助
対象

根拠
法令等

その他：

事業
区分

①

②

③
単独
自治

24年度

経常事業名

部
所管

課

補助
目的

千円

一般財源投入率 ％

【要件又は対象】

千円

単位

千円

千円

一般財源 千円

特定財源

単価　千円

千円

その他収入

国・都支出金

使用料・手数料

事業経費(A) 千円

財
源
内
訳

分担金及び負担金 千円

人
担当する常勤職員

補助金に対する自己負担割合

執行率（C/A×100） ％

担当する非常勤職員

事業名 利用者の自己負担額(１回） 円 24年度利用実績数

％

回

補助事業者への補助額 円 利用１回当たりの補助額 円



分析

補助率等（算出根拠）

① ③

　

①

公共性

経常事業名 (補助金等) 予算事業名

類似
・

関連
事業

状況 番号 事業名 理由・課題

区分 事業の性質 適正な活動領域 現在の活動領域

　

必要性

区分 あり方検討の必要性

　

　 　

　 　
　

　

②

②

活動実績 対象数

数量
分析

実績数の将来予測

協働

状況 対象 形態 相手方の役割

分析結果

方向性 内容

　 　

特記事項

　

③ 　 ③ 　

②

支出方法

　

経費の将来予測

　

対象数の将来予測

　

　（公募の場合）

補助実績

主な事業活動
対象者

(物・団体)

22年度 23年度 24年度

①

活動実績 対象数 活動実績 対象数

①

②

③

外部審査委員 　

④

選定方法

選定方法

受益者
負担

状況 分類 主たる内容



予算事業シート(施設管理) -

規模

備考

担当する常勤職員
人

担当する非常勤職員

予算現額 (C) 千円

執行率（C/A×100）

当初予算額 (B) 千円

執行率（B/A×100） ％

％

計　　千円

③ 単価　千円

数量

計　　千円

② 単価　千円

数量

数量

事
業
費
の
主
た
る
使
途

① 単価　千円

計　　千円

事業経費(A) 千円

一般財源投入率 ％

その他収入 千円

国・都支出金 千円

千円

分担金及び負担金 千円

特定財源

事業
手法

財
源
内
訳

一般財源 千円

使用料・手数料 千円

事業経費
単位 22年度 23年度 24年度 22～24年度 特定財源名称及び補助率

所管

事業
目的

設置
目的

部

課
　

単独
自治

事業
区分

□
法定
受託

□ 都委任 □

予算
事業名

年度

経常事業名

根拠
法令等

義務的
自治

□

事業
開始



方向性 内容

協働

　 　

形態 相手方の役割

特記事項

受益
者負
担

状況 分類 主たる内容

状況

分析結果

対象

　 　

必要性

区分 あり方検討の必要性

　

類似
・

関連
事業

状況 番号 事業名 理由・課題

公共性

区分 事業の性質 適正な活動領域 現在の活動領域

　

② ④ 　 ②

③ 　
　

④ 　

分析

数量
分析

事業活動実績数の将来予測 事業活動対象数の将来予測 経費の将来予測

① 　 ③ 　 ①

③

②

①

主な事業活動
対象者

(物・団体)

22年度 23年度 24年度

活動実績 対象数 対象数 活動実績 対象数

経常事業名 (施設管理) 予算事業名

活動実績

④

活動実績

　 　

　 　

　

　


